2012年2月1日
国民健康保険中央会

会長　岡﨑　誠也　様
全日本自治団体労働組合
  中央執行委員長　徳永　秀昭
医療費レセプト審査事務の統合問題等に関する要請書
　貴職の国民健康保険事業等の推進と国民の健康福祉の向上の取り組みに、心より敬意を表します。
さて、12月8日、衆議院・決算行政監視委員会は、国民健康保険団体連合会と社会保険診療報酬支払基金の医療費レセプト審査事務について、「統合に向けた検討を速やかに進めるべき」と明記した決議を議決し、あわせて政府に決議を反映した措置を６ヵ月以内に報告することを求めました。これを受けて、厚生労働省は、審査支払事務の在り方に関して何らかの機関で検討していくものと見込まれています。
　私たち自治労は、医療費レセプト審査事務の在り方の議論について、次のとおり考えています。
①　審査支払事務の在り方は、単純なコスト削減論ではなく、医療保険制度全体の中に位置付けて検討が行われるべきである。
②　国保連合会と支払基金は、それぞれの設立の沿革、団体の役割、業務の内容が異なっていることを踏まえて検討されるべきである。
③　国保保険者である市町村の共同事業事務の運営に支障が生じることのないように検討されるべきである。
④　国民健康保険は、市町村の事務であることから、分権・自治の理念を踏まえ、市町村の意向が尊重されるべきである。
　つきましては、これらの視点を踏まえ、審査支払事務の在り方について慎重な検討、議論が今後行われるよう、貴職の立場から政府、国会に働きかけをお願い申しあげます。
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